
１） 挑戦的な研究の強化・充実

学術に変革をもたらす大胆な挑戦を促すため、「挑戦的研究」により
いっそう長期かつ大規模な支援を実施。

２） 若手研究者の独立支援の試行

「若手研究（Ｂ）」の新規採択者のうち、研究室を主宰して研究活動を
開始する者に対し、所属研究機関との連携により、科研費による重点配
分を行う枠組みを試行。

【平成２９年度事業の概要】

平成２９年度予算額 ：228,350百万円
（平成２８年度予算額 ：227,290百万円）

我が国の研究力強化に向け、多様で独創的な学術研究を振興し、質と量の両面から科研費改革を断行。
第５期科学技術基本計画を踏まえ、助成水準を確保しつつ、学術の体系の変革を志向した挑戦的な研
究や若手研究者の独立に係る支援を強化。

○国際的な研究力競争の激化、科研費をはじめとする研究資金需要の増大
○研究環境の劣化（基盤研究費の縮減、研究者の独立基盤の脆弱化）
○研究者の研究テーマの短期志向、リスク回避傾向

課題・背景

【「挑戦的研究」の基本的な枠組み】

○大括りした審査区分の下、より多角的な合議を重視した「総合審査」
を全分野展開し、真に挑戦的な研究課題を厳選

○論文等の実績よりも発想の斬新性等を重視

◆上記の取組を着手点として、審査システム改革（平成30年度助成から新システムへ移行）と連動した種目体系の見直しを推進。

「若手研究」種目群

「学術変革研究」種目群「学術変革研究」種目群

「新学術領域研究」
３億円程度（年間）

「挑戦的研究]
（開拓）３～６年 500～2,000万円
（萌芽）２～３年 ～500万円

「特別推進研究」
上限なし

「研究活動スタート支援」
150万円（年間）

「基盤研究（Ｓ・A・B・C）」
500万～２億円程度

学術の変革への挑戦を促す科研費改革
－新たな種目体系のイメージ－

「基盤研究」種目群「基盤研究」種目群

「若手研究」

500万円

斬新な発想に基づく研究を支援し、
学術の体系や方向性の変革・転換、
新領域の開拓を先導する潜在性を
有する種目群

これまでの蓄積に基づいた学問
分野の深化・発展を目指す研究
を支援し、学術研究の足場を固
めていく種目群

若手研究者に独立して研究する機会を与え、研究者としての成長を支援し、
「基盤研究」種目群等へ円滑にステップアップするための種目群
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○ 「挑戦的萌芽研究」を発展的に見直した「挑戦的研究（開拓・萌芽）」の公募を平成29年度助成
（28年9月公募）から開始（6月30日に採択結果を研究者に通知）。

平成29年度予算における取組①：「挑戦的研究」

国立大学

7,879件

54.4%

公立大学

1,083件

7.5%

私立大学

3,931件

27.1%

その他

1,598件

11.0%

国立大学

624件

55.9%

公立大学

58件

5.2%

私立大学

252件

22.6%

その他

182件

16.3%

応募件数合計
1,116件

応募件数合計
14,491件

※研究代表者が所属する研究機関により整理。

「挑戦的研究（開拓）」応募件数 「挑戦的研究（萌芽）」応募件数
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○ 「挑戦的研究（開拓・萌芽）」においては、平成30年度助成（29年9月公募）から導入
される新審査システムを先取りし、「中区分」に準じた65の審査区分において「総合審
査」方式による審査を実施。

【審査の仕組み】
(1) 事前選考 任意組み合わせの三名による審査

･･･総合評点 S (10%),  A (10%),  B (10%) , C (70%)

(2) 書面審査 事前選考結果にもとづき，採択可能件数の 2 倍程度の件数の申請課題につ
き，全審査員が総合評点
･･･S (採択予定件数の 1/3),  A (同),  B (同) , C (残り)

(3) 合議審査 書面審査の全課題を審査

平成29年度予算における取組①：「挑戦的研究」

3



若手研究者が研究室を主宰する者（研究室主宰者）として研究活動を行おうとする際に必要な研究基盤の整備を支援するため、若手研究（Ｂ）
の新規採択者（支援対象者）に対して、所属機関が研究基盤整備を主体的に実施することを条件に、そのための費用を交付するもの。

平成29年度予算における取組②：若手研究者の独立基盤形成支援の試行
趣旨

・ 「若手研究(B)」の研究代表者として新規採択された者のうち、准教授以上の職位に就い
て2年以内の者であって、所属機関において研究室を主宰（※）していること。

※「研究室を主宰」については、各分野の実情を踏まえつつ、以下の点をすべて満たしている
者であることを所属機関において確認していること
・独立した研究課題を有すること
・研究グループの責任者であること（研究グループを組織している場合）
・大学院生の指導に責任を持っていること
・論文発表の責任者となっていること
・その他研究室を主宰する者としての活動があること

支援対象者等

① 採択者に対する３００万円以上の独立基盤形成支援（研究計画
遂行に必要な研究基盤整備（設備等））を研究機関に求める。

② 機関による独立基盤形成支援内容を確認した後、対象者の研究
課題について、１５０万円を上限とした追加交付を行う。

支援スキーム

【公募・審査】
所属機関による研究基盤整備内容について、別途、
公募・審査を行う。審査は可能な限り簡素化して実施。

【応募可能上限数の設定等】
研究機関での応募可能上限数を設定。「若手研究
(B)」の新規採択件数の５%又は５件のいずれか低い方。
研究機関は、優先順位を付して応募。

【研究機関のコミットメントの担保】
実施状況告書提出時に、追加支援分を含む整備計画
について別紙で報告。研究基盤整備を履行しなかった
場合は返還を求める。

留意事項

当初交付額

当初交付額

追

加

分

0 100 200 300 400 500 600 700

間接経費

直接経費

独立基盤形成
追加支援

機関による支援

＜支援額のイメージ＞

平成２９年６月８日 研究機関に対して公募開始
７月７日 研究機関から、独立基盤形成計画の提出
８月下旬 交付内定
10月上旬 交付決定

スケジュール

採択予定件数：１３０件程度、対象機関 ：大学及び大学共同利用機関法人

＜参考＞「若手研究（Ｂ）」の採択実績（平成２９年度）：5,817件（うち准教授以上約５３０件程度）
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